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1 序論 

近年，台風や集中豪雨に伴う気象外力の増大により被

害が頻発化している．特に，水位上昇による堤内地の雨

水排水の停滞，堤内地の排水能力を超過する降雨量によ

って氾濫する内水氾濫が多発している．研究対象として

いる和歌山県新宮市では，2017 年 10 月台風 21 号（以

後，台風 1721 号と呼ぶ）によって市内に甚大な内水被

害が発生した．本研究では，台風 1721 号による熊野川

の水位と市内の降雨のピークの同時生起によって発生

した内水氾濫を対象とする．その発生頻度を検討するた

めに温暖化予測値（d4PDF1））を用いて将来気候下にお

ける内水氾濫解析を行う．さらに，本研究で設定した被

災家屋モデルにおいて家財の鉛直分布に焦点を当て，被

害額を推計する．これにより，将来気候下における洪水

被害と比較し，台風 1721 号の特性を明らかにする． 

 

2 同時生起の洪水の抽出 

将来気候下において台風 1721 号のような熊野川の水

位上昇と新宮市での豪雨が同時生起する可能性が高い

イベントを抽出した．新宮地点における温暖化予測値

（2℃および 4℃上昇実験値）を使用し，分布型流出モデ

ル 2)によって，新宮川の治水基準点の相賀地点の流量を

算出した．新宮地点雨量については本川からの逆流の影

響に伴う水門の閉操作・排水機場の稼動を考慮し，目安

として相賀流量の上位 5 位からみた前 3 時間の累加雨

量として整理を行った．その関係を表したものを図-1

に示す．その結果，4℃上昇時（赤点）においては同時

生起の可能性がある洪水が多数確認された．これらの洪

水イベントを熊野川において 1 次元不定流解析を行っ

た結果，熊野川の水位と新宮市の豪雨が同時生起する洪

水イベントが 6 ケース確認された．そのうち 1 つのケー

ス（ケース 1 とする）における新宮地点雨量と熊野川の

各地点水位の関係を図-2に示す．台風 1721 号と同様に

同時生起による洪水であることがわかる． 

3 内水氾濫解析 

上述の 6 ケースの洪水を対象に和歌山県新宮市の市

田川流域で IRIC から提供されている Nays2DFlood を用

いて内水氾濫解析を行った．なお，氾濫解析を行うにあ

たり，台風 1721 号発生当時の排水機場の性能を条件に

した場合と，市田川流域大規模浸水対策計画による排水

機場等の排水能力が増強された場合の 2 つの条件にて

解析を行った 3)．結果の一例として，図-2で示した洪水

は図-3 に示すように実際の浸水範囲と類似する結果と

なった．対策事業実施後でも内水排除の計画規模以上の

降雨であったため，事業による浸水被害の低減効果が小

さかったと考えられる．また，他の 5 ケースでは浸水範

囲は上記の範囲と類似しなかった．ケース 1 の洪水イベ

ントのように同時生起するタイミングの前後で長時間

の 
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図-1 新宮地点 3 時間雨量と相賀流量の関係 

 

図-2 新宮地点雨量と各地点水位（ケース 1） 
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降雨以下の洪水イベントであったためだと考えられる． 

 

4 浸水戸数と浸水被害額推計 

各家屋の浸水による被害額の推計方法は，山本ら 4)の

モデルを参考に作成された前中ら 5)のモデルを使用し，

家財の鉛直分布に対して建築様式毎（一般的な住宅・高

床式・ピロティ方式等）の浸水深における総家財被害額

を推算した．各ケースにおける浸水戸数と総家財被害額

を並べて図-5に示す．その結果，被害額という観点から

もケース 1 の洪水でほぼ同規模の被害であることが確

認できた． 

 

4 結論 

本研究で得られた結論を以下にまとめて示す． 

1) 台風1721号のような熊野川の水位と市内の降雨の

ピークの同時生起によって引き起こされた内水氾

濫は，氾濫解析結果から将来気候条件下でも，その

発生頻度は希少（再現確率が小さい）であり，被害

額についても甚大な災害であったことがわかった． 

2) 外水位と降雨のピークの同時生起した洪水イベン

トは 6 ケースしか存在しなかった．さらに，上記

の台風の洪水に匹敵するイベントは 4℃上昇実験

値（再現期間 5400 年）のデータ内でも 1 ケースし

か存在しないことからも，この洪水の特異性が明

らかになった． 

 今後は，気候変動下での高潮を考慮した本支川の内外

水を一体的に解いた検討を行っていく予定である． 
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図-3 内水氾濫解析による浸水範囲（上図：現況操作 

下図：浸水対策によるポンプ容量増強後操作） 
 

 
 
図-4 各ケースの浸水対策事業前後における床上・床

下浸水戸数 
 

 
 
図-5 各ケースの浸水対策事業前後における被害額 
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